
平成 17 年国勢調査 

第 ２ 次 基 本 集 計 結 果 に つ い て 
 

労働力率は 63.2％、0.6 ポイント低下 

 

平成 17 年 10 月 1 日現在、本市の 15 歳以上人口の労働力状態をみると、労働力人口(就業者及び完

全失業者)は 1,155,259 人で、前回調査の平成 12 年と比べると、8,592 人(0.7％)減少している。男

女別にみると、男性は 683,304 人、女性は 471,955 人で、平成 12 年に比べ男性は 2.6％減少し、

女性は 2.0％増加している。 

労働力率(15 歳以上人口に占める労働力人口の割合。労働力状態「不詳」を除く。)は 63.2％で、平

成 12 年に比べ 0.6 ポイント低下している。 
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労働力率を男女別にみると、男性は 77.1％、

性は 50.1％で、平成 12 年に比べ男性は 1.2 ポイ

ント低下、女性は 0.3 ポイント上昇している。 

女

1,811,828 1,825,245 1,828,196 100.0 100.0 100.0 13,417 2,951 0.7 0.2

労 働 力 人 口 1,189,402 1,163,851 1,155,259 65.6 63.8 63.2 -25,551 -8,592 -2.1 -0.7

1,136,268 1,109,920 1,090,380 62.7 60.8 59.6 -26,348 -19,540 -2.3 -1.8

53,134 53,931 64,879 2.9 3.0 3.5 797 10,948 1.5 20.3

非 労 働力 人口 622,426 661,394 672,937 34.4 36.2 36.8 38,968 11,543 6.3 1.7

総 数 896,745 895,587 886,446 100.0 100.0 100.0 -1,158 -9,141 -0.1 -1.0

労 働 力 人 口 728,293 701,321 683,304 81.2 78.3 77.1 -26,972 -18,017 -3.7 -2.6

693,971 667,134 641,477 77.4 74.5 72.4 -26,837 -25,657 -3.9 -3.8

34,322 34,187 41,827 3.8 3.8 4.7 -135 7,640 -0.4 22.3

非 労 働力 人口 168,452 194,266 203,142 18.8 21.7 22.9 25,814 8,876 15.3 4.6

女性

総 数 915,083 929,658 941,750 100.0 100.0 100.0 14,575 12,092 1.6 1.3

労 働 力 人 口 461,109 462,530 471,955 50.4 49.8 50.1 1,421 9,425 0.3 2.0

442,297 442,786 448,903 48.3 47.6 47.7 489 6,117 0.1 1.4

18,812 19,744 23,052 2.1 2.1 2.4 932 3,308 5.0 16.8

非 労 働力 人口 453,974 467,128 469,795 49.6 50.2 49.9 13,154 2,667 2.9 0.6

注）労働力状態「不詳」を除く。

増減数（人） 増減率(％)
労 働 力 状 態

15　歳　以　上　人　口　（人） 労働力状態別割合（％）

図 1 男女別労働力人口、労働力率の推移 

労 働 力 人 口 の 内 訳 を み る と 、 就 業 者 は

1,090,380 人で前回と比較すると 19,540 人

(1.8％)減、完全失業者は 64,879 人(労働力人口

に占める割合 5.6％)で、10,948 人(20.3％)増と

なっている。 

また、家事従事者や通学者などの非労働力人口

は 672,937 人となり、平成 12 年と比べ 11,543

人(1.7％)増加している。【表 1、図 1】 

 

 表 1 労働力状態、男女別 15 歳以上人口 
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25 歳～74 歳の女性の労働力率が上昇 

労働力率を年齢 5 歳階級別にみると、男性では 25～59 歳の全ての年齢階級で 90％を超えている。

一方、女性は 25～29 歳(74.5％)及び 45～49 歳(72.2％)の 2 つの山を持つＭ字カーブとなっている。 

平成 12 年と比較すると、男性では各階級において大きな変化はみられないが、60～64 歳では 2.5

ポイント上昇している。一方、女性では 20～24 歳及び 75 歳以上を除く全ての階級で上昇しており、

特に 30～34 歳では 5.9 ポイント上昇し、Ｍ字カーブの底が上昇している。【図 2】 

 
 

区別の労働力率が最も高いのは中区

就　　　　　　　業　　　　　　　者

総 数 主に仕事
家 事 の
ほか仕事

通学のかた
わら 仕事

休 業 者

名 古 屋 市  1,828,196 1,155,259 1,090,380 887,850 159,308 28,017 15,205 64,879 672,937 63.2

千 種 区  127,696 78,471 74,804 60,528 10,336 2,770 1,170 3,667 49,225 61.5

東 区  56,572 36,260 34,075 28,283 4,596 742 454 2,185 20,312 64.1

北 区  139,523 88,796 83,083 68,317 12,080 1,514 1,172 5,713 50,727 63.6

西 区  118,179 77,167 73,361 60,036 10,904 1,329 1,092 3,806 41,012 65.3

中 村 区  113,547 71,297 66,681 54,622 9,652 1,462 945 4,616 42,250 62.8

中 区  52,366 36,423 34,290 28,375 4,453 837 625 2,133 15,943 69.6

昭 和 区  88,264 53,596 51,034 40,417 6,886 2,986 745 2,562 34,668 60.7

瑞 穂 区  89,119 55,031 52,454 42,670 7,516 1,481 787 2,577 34,088 61.8

熱 田 区  53,875 34,427 32,363 26,720 4,534 677 432 2,064 19,448 63.9

中 川 区  177,830 114,602 107,608 87,619 16,583 1,946 1,460 6,994 63,228 64.4

港 区  126,200 80,760 75,454 61,226 11,706 1,434 1,088 5,306 45,440 64.0

南 区  122,626 76,651 71,082 58,274 10,508 1,469 831 5,569 45,975 62.5

守 山 区  133,122 83,128 78,559 63,979 11,855 1,619 1,106 4,569 49,994 62.4

緑 区  176,614 111,289 105,984 85,893 16,417 2,359 1,315 5,305 65,325 63.0

名 東 区  125,616 78,200 74,329 60,562 10,538 2,287 942 3,871 47,416 62.3

天 白 区  127,047 79,161 75,219 60,329 10,744 3,105 1,041 3,942 47,886 62.3

注）労働力状態「不詳」を除く。

非労働力
人 口
（ 人 ）総 数 完全失業者

労働力率
割合( ％)

区

　　　　　　　　労　　　　　　　働　　　　　　　力　　　　　　　人　　　　　　　口　　　　　　　（人）　　

総 数
（ 人 ）
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図 2 男女別、年齢 5 歳階級別労働力率 
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労働力率を区別にみると、中区が最も高く 69.6％となっており、次いで西区の 65.3％、中川区の 64.4％

となっている。また、労働力率が最も低いのは昭和区の 60.7％、次いで千種区の 61.5％、瑞穂区の 61.8％

となっている。【表２】 

 

 
表 2 区別労働力状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 自営業主と家族従業者の割合が低下 
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就業者数 1,090,380 人を男女別にみると、男性

は 641,477 人、女性は 448,903 人で、平成 12

年に比べ男性は 25,657 人(3.8％)減となっている

が、女性は 6,117 人(1.4％)増加している。 

図 3 従業上の地位、男女別就業者数の増減率 

就業者数を従業上の地位別にみると、雇用者(「役

員」を含む。)が 951,069 人(就業者数の 87.2％)、

自営業主(「家庭内職者」を含む。)が 101,246 人(同

9.3％)、家族従業者は 38,001 人(同 3.5％)となっ

ている。これを平成 12 年の割合と比べると、雇用

者は 1.6 ポイント上昇、自営業主は 0.9 ポイント低

下、家族従業者は 0.7 ポイント低下している。 
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雇用者のうち常雇は 741,545 人で、平成 12 年

と比べ 17,615 人(2.3％)減少しており、臨時雇は

128,940 人で、平成 12 年に比べ 20,114 人

(18.5％)増加している。 

図 4 従業上の地位、男女別 65 歳以上就業者数
の増減率 

65 歳以上の就業者数は 87,961 人(就業者数の

8.1％)で、平成 12 年に比べ 11,988 人（15.8％) 

増加している。 

また、従業上の地位別にみると、雇用者は 54,559

人で 9,646 人(2１.５％)増加し、雇用者のうち臨時

雇は 14,018 人で 4,241 人(4３.４％)増加してい

る。【図 3・4、表 3】 

表 3 従業上の地位、男女別 15 歳以上就業者数 

 
うち
常雇

うち
臨時雇

うち
常雇

うち
臨時雇

総数
　平成12年 1,109,920 950,892 759,160 108,826 112,844 46,143 85.7 68.4 9.8 10.2 4.
　平成17年 1,090,380 951,069 741,545 128,940 101,246 38,001 87.2 68.0 11.8 9.3 3.
男
　平成12年 667,134 574,986 475,318 38,259 84,651 7,482 86.2 71.2 5.7 12.7 1.1
　平成17年 641,477 559,375 453,679 45,880 75,605 6,476 87.2 70.7 7.2 11.8 1.0
女
　平成12年 442,786 375,906 283,842 70,567 28,193 38,661 84.9 64.1 15.9 6.4 8.7
　平成17年 448,903 391,694 287,866 83,060 25,641 31,525 87.3 64.1 18.5 5.7 7.0

うち65歳以上

総数
　平成12年 75,973 44,913 19,390 9,777 24,006 7,047 59.1 25.5 12.9 31.6 9.3
　平成17年 87,961 54,559 23,274 14,018 25,678 7,703 62.0 26.5 15.9 29.2 8.8
男
　平成12年 47,541 28,889 11,309 6,204 18,035 615 60.8 23.8 13.0 37.9 1.3
　平成17年 54,081 34,176 12,914 8,826 19,248 651 63.2 23.9 16.3 35.6 1.2
女
　平成12年 28,432 16,024 8,081 3,573 5,971 6,432 56.4 28.4 12.6 21.0 22.6
　平成17年 33,880 20,383 10,360 5,192 6,430 7,052 60.2 30.6 15.3 19.0 20.8

1)従業上の地位｢不詳」を含む。　　　2)「役員」を含む。　　　3)「家庭内職者」を含む。

自営
業主

3)

家族
従業者

割　　合　　(％)

雇用者
2)

雇用者
2)

男女、年次

就　　業　　者　　数　　（人）

総数
1)

自営
業主

3)

家族
従業者

2
5



第 3 次産業の就業者割合は 72.5％
 

図 5 産業(3 部門)別、15 歳以上就業者 
割合の推移 

就業者を産業 3 部門別にみると、農林漁業の第 1 次産

業就業者は 3,114 人(15 歳以上の就業者数の 0.3％)、

鉱業、建設業、製造業の第 2 次産業就業者は 273,131

人(同 25.0％)、卸売･小売業、飲食店，宿泊業、運輸･通

信業、金融･保険業、サービス業等の第 3 次産業就業者は

790,840 人(同 72.5％)となり、就業者全体の 7 割が第

3 次産業に従事している。 
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平成 12 年と比べると、第 1 次産業は 377 人(10.8％)

減、第 2 次産業は 35,462 人(11.5％)減、第 3 次産業

は 4,432 人(0.6％)増となっている。【図 5】 

産業大分類別の就業者数をみると、就業者が最も多い

のは「卸売・小売業」の 236,001 人(就業者全体の

21.6％)、次いで「製造業」の 182,276 人(同 16.7％)、

「サービス業(他に分類されないもの)」の 172,230 人(同

15.8％)、「建設業」の 90,824 人(8.3％)、「医療，福祉」

の 83,496 人(7.7％)、「飲食店，宿泊業」の 71,541 人

(6.6％)などとなっている。 

 

女 図 6 産業(大分類)別就業者数の男女別割合 性就業者割合が最も高

いのは｢医療，福祉｣ 
 

 

産業大分類別の就業者数を男女別にみ

ると、男性就業者が最も多いのは｢製造

業｣の 127,095 人であり、女性就業者

が 最 も 多 い の は 、 ｢ 卸 売 ・ 小 売 業 ｣ の

109,425 人である。 

就業者数 5,000 人以上の産業の産業

大分類別就業者数の男女別割合をみると、

男性の割合が最も高いのは｢電気・ガス・

熱供給・水道業｣の 87.5％で、次いで「運

輸業」(84.8％)、「建設業」(83.8％)、｢情

報通信業｣(71.6％)などとなっている。 

一方、女性の割合が最も高いのは「医

療，福祉」の 75.1％で、次いで「飲食

店，宿泊業」(58.7％)、「教育，学習支

援 業 」 (54.8 ％ ) 、「 金 融 ・ 保 険 業 」

(49.0％)などとなっている。【図 6】 



 

 
「卸売・小売業」の就業者割合が最も高いのは名東区 

図 7 区別「卸売・小売業」従事者割合 産業大分類別就業者の割合を区別にみると、

「 卸 売 ・ 小 売 業 」 就 業 者 の 割 合 は 、 名 東 区 の

26.2％が最も高く、次いで中区(25.2％)、熱田

区(23.1％)と続いている。また、最も低いのは、

港区の 17.7％で、次いで南区(18.5％)、緑区

(18.8％)となっている。【図 7】 
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「製造業」就業者の割合は、南区の 24.1％が

最も高く、次いで緑区(23.5％)、港区(22.6％)

となっている。また、最も低いのは、千種区の

8.6％で、次いで名東区(9.8％)、中区(9.9％)と

なっている。 

「サービス業」では、東区の 19.7％が最も高

く、港区の 13.6％が最も低くなっている。 

21.5 ～ 22
21 ～21.5

～ 21
（％）

また、｢建設業｣では守山区(10.4％)、「医療，

福祉業」では昭和区(10.4％)が最も高くなって

いる。【図８、表 4】 
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図 8 区別、産業(大分類)別就業者数の割合 
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注）サービス業とは、日本標準産業分類の「複合サービス業」と「サービス業（他に分類されないもの）」を合算したもの。
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市 区 名

総数
（人）

建設業
（人）

製造業
（人）

卸売・
小売業
（人）

飲食店，
宿泊業
（人）

医療，
福祉
（人）

教育，
学習支援業

（人）

サービス業
（人）

その他
（人）

名 屋 市 1,090,380 90,824 182,276 236,001 71,541 83,496 48,326 179,864 198,052

千 種 区 74,804 4,466 6,409 16,786 5,505 6,289 5,288 13,684 16,377

東 区 34,075 1,943 4,065 7,752 3,178 2,499 1,684 6,729 6,225

北 区 83,083 8,013 13,016 18,296 5,505 5,969 2,754 14,701 14,829

西 区 73,361 5,804 13,972 16,826 4,790 4,332 2,401 12,147 13,089

中 村 区 66,681 6,101 10,082 14,317 5,632 4,948 2,322 11,610 11,669

中 区 34,290 1,508 3,379 8,651 4,821 2,198 1,311 6,249 6,173

昭 和 区 51,034 2,974 5,311 11,669 3,907 5,287 3,903 8,766 9,217

瑞 穂 区 52,454 3,691 8,550 11,678 3,314 4,824 2,899 8,846 8,652

熱 田 区 32,363 2,031 5,751 7,460 2,319 2,442 1,358 5,005 5,997

中 川 区 107,608 10,434 21,802 23,056 6,541 7,746 2,892 15,962 19,175

港 区 75,454 7,041 17,043 13,341 4,010 4,802 1,576 10,227 17,414

南 区 71,082 7,386 17,164 13,139 4,185 4,975 1,954 11,233 11,046

守 山 区 78,559 8,177 13,034 16,466 3,990 6,043 3,324 13,018 14,507

緑 区 105,984 9,603 24,905 19,964 4,876 8,756 5,409 15,749 16,722

名 東 区 74,329 5,309 7,284 19,509 4,622 6,086 4,651 13,232 13,636

天 白 区 75,219 6,343 10,509 17,091 4,346 6,300 4,600 12,706 13,324

注）サービス業とは、日本標準産業分類の「複合サービス業」と「サービス業（他に分類されないもの）」を合算したもの。

表 4 区別、産業(大分類)別就業者数 

 

平均週間就業時間は 41 時間 
 

 

15 歳以上就業者の平均週間就業時間は 41.0 時間で、男女別にみると男性 46.3 時間、女性 33.5 時

間となっている。平成 12 年と比較すると 1.6 時間減少となり、男女別では、男性は 1.3 時間、女性は

1.5 時間の減少となっている。 

従業上の地位別に就業時間をみると、就業時間が最も長いのは、「雇人のある業主」の 48.3 時間、次

いで「役員」の 43.8 時間、「常雇」の 43.4 時間などとなっている。 

一方、就業時間が最も短いのは、「家庭内職者」の 20.9 時間、次いで「臨時雇」の 26.1 時間、「家族

従業者」の 36.8 時間となっている。【表 5】 

表 5 就業時間、従業上の地位別平均週間就業時間 

 

1,090,380 15,205 74,421 203,297 795,669 137,023 41.0

870,485 11,460 52,867 164,669 639,784 98,219 40.8

常 雇 741,545 9,305 25,937 103,534 601,068 95,952 43.4

臨 時 雇 128,940 2,155 26,930 61,135 38,716 2,267 26.1

80,584 1,038 5,082 10,249 64,214 13,398 43.8

32,365 472 1,448 3,521 26,924 8,426 48.3

65,295 2,202 7,704 12,439 42,910 11,095 40.7

38,001 - 6,113 10,579 21,268 5,824 36.8

3,586 - 1,203 1,834 549 55 20.9

注）総数には就業時間「不詳」を含む。

総 数

雇 用 者

家 庭 内 職 者

役 員

雇 人 の あ る 業 主

雇 人 の な い 業 主

家 族 従 業 者

平均週間
就業時間
（時間）

従 業 上 の 地 位
1～14時間

（人）
15～34時間

（人）
35時間以上

（人）
総数
（人）

休業者
（人）

うち60時間
以上
（人）



 平均週間就業時間は「運輸業」が最も長い 
 

平均週間就業時間を産業大分類別にみると、「運輸業」が 47.2 時間で最も長く、次いで「建設業」の

45.4 時間、「情報通信業」の 44.8 時間などとなっている。【図 9】 

図 9 男女、産業大分類別平均週間就業時間 
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外国人就業者数が最も多いのは「製造業」
 

 

外国人就業者数は 21,481 人で、全就業者数の 2.0％を占めており、平成 12 年と比較すると、1,864

人(9.5％)増加している。 

国籍別にみると、「韓国，朝鮮」が 9,046 人(外国人就業者総数の 42.1％)と最も多く、次いで「中国」

が 4,850 人(同 22.6％)、「ブラジル」が 2,287 人(同 10.6％)となっている。【表 6】 

表 6 主な国籍別外国人就業者数

 

0 1 2 3 4 5 6

教育，
学習支援業

建設業

卸売・
小売業

サービス業
（他に分類さ
れないもの）

飲食店，
宿泊業

製造業

（千人）

産 業 大 分 類 別 に み る と 、「 製 造 業 」 が

5,182 人(同 24.1％)と最も多く、次いで「飲

食店，宿泊業」の 3,251 人(同 15.1％)、「サー

ビス業(他に分類されないもの)」の 3,164 人

(同 14.7％)、｢卸売・小売業｣の 2,790 人

(13.0％)となっている。【図 10】 

図 10 産業(大分類)別外国人就業者数(上位 6 位)

 

 国 籍 就業者数（人） 割合（％）

総 数 21,481 100.0

韓 国 ， 朝 鮮 9,046 42.1

中 国 4,850 22.6

ブ ラ ジ ル 2,287 10.6

フ ィ リ ピ ン 1,791 8.3

ア メ リ カ 476 2.2

そ の 他 3,031 14.1



大都市に おける労働力率は第４位 
 

大都市における労働力率を比べると、川崎市が最も高く 66.1％、次いで東京都区部(64.5％)、静岡市

(63.6％)、名古屋市(63.2％)となっている。また、労働力率が最も低いのは、北九州市の 56.8％、次

いで神戸市(57.2％)、札幌市(59.1％)となっている。【図 11】 
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｢ 造業｣就業者数割合は第３位 製 
 

大都市全体の産業大分類別就業者数の割合をみると、「卸売・小売業」就業者数の割合が 19.8％と最

も高く、次いで｢サービス業｣(18.0％)、｢製造業｣(12.5％)となっている。 

｢卸売・小売業｣就業者数の割合が最も高いのは仙台市(24.0％)、｢サービス業｣は東京都区部(20.0％)、

｢製造業｣は静岡市(17.4％)となっており、名古屋市は「製造業｣が第 3 位、「卸売・小売業」が第 4 位、

｢飲食店，宿泊業｣が第 5 位となっている。【表７】 

表 7 産業(大分類)別、大都市別就業者数  

 

 

 

産 業 （ 大 分 類 ）
総数
（人）

建設業
（人）

製造業
（人）

卸売・
小売業
（人）

飲食店，
宿泊業
（人）

医療，
福祉
（人）

教育，
学習支援業

（人）

サービス業
（人）

その他
（人）

札 幌 市 840,632 84,503 49,155 184,384 51,966 84,474 40,488 151,655 194,007

仙 台 市 463,466 41,282 29,387 111,135 29,036 40,861 28,659 82,672 100,434

さ い た ま 市 576,575 46,616 76,332 114,091 28,004 39,401 28,301 101,466 142,364

千 葉 市 431,779 35,713 46,897 82,416 22,644 33,541 21,499 79,570 109,499

東 京 都 区 部 4,011,554 258,556 458,421 741,822 276,952 279,785 161,383 801,537 1,033,098

横 浜 市 1,736,859 141,413 236,970 307,898 89,714 132,119 78,537 322,316 427,892

川 崎 市 697,009 55,543 90,973 113,821 35,722 46,412 27,358 128,221 198,959

静 岡 市 360,812 34,893 62,848 75,953 17,884 27,811 15,068 56,034 70,321

名 古 屋 市 1,090,380 90,824 182,276 236,001 71,541 83,496 48,326 179,864 198,052

京 都 市 688,268 44,580 110,834 144,162 56,490 65,778 41,038 103,147 122,239

大 阪 市 1,159,848 93,412 196,542 245,096 93,477 96,003 38,590 191,791 204,937

神 戸 市 667,301 44,980 90,127 135,372 42,374 66,764 34,892 108,912 143,880

広 島 市 563,701 55,096 68,925 121,617 29,767 52,463 27,038 92,543 116,252

北 九 州 市 436,842 44,906 63,485 87,383 22,022 51,718 19,085 67,295 80,948

福 岡 市 648,832 55,243 38,876 150,695 45,842 60,534 32,910 115,891 148,841

注）サービス業には、日本標準産業分類の「複合サービス業」と「サービス業（他に分類されないもの）」を合算した。


